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令和7年度予算（令和６年度繰越分含む）：2.3億円

障害者の
自立と社会参加を支援する
機器の開発から普及まで

障害者、医療福祉専門職、開発者等を対象に、開
発プロセスを体系的に学ぶワークショップを開催
します

現場のニーズと技術のシーズをつなぐ
ためのマッチング交流会を開催します

支援機器の開発をする企業に
対し、開発補助を実施します

写真提供：テクノツール株式会社

全国の「連携協力機関」を通じて、
支援機器を必要とする障害者の手に

届くよう支援します

自立支援機器導入
実証モデル事業

障害の程度や働く環境に応じた支援
機器の活用について検証し、その効
果を広く周知します

支援機器普及
啓発促進事業

ニーズ・シーズ
マッチング
強化事業

自立支援機器
イノベーション
人材育成事業

ソコット
タカノ株式会社

ファンガード
矢崎化工株式会社

ベビーロコ
今仙技術研究所

＜開発成果の一例＞

ヨッテイ
ソフトディバイス株式会社

支援機器
の開発事業

障害者自立支援機器等開発促進事業



自立支援機器普及啓発促進事業

＜目的＞

・障害者等が真に必要とする製品を選択し、適切に使用できるよう機器の特徴
や使い方等を普及・周知することで支援機器の活用を加速させる。
・日常生活の中から地域の潜在ニーズを発掘し、支援機器開発の促進を図る。

利用者が望む
生活の実現

支援ネットワーク

製品化した支援機器

機器の
開発促進普及支援

各ネットワークの機能を補完し、
より多くのニーズに対応するための

更なる連携支援

地域の関係各所が繋がり、
障害者の課題に応じて連携する

支援ネットワーク構築支援

行政機関

病院・施設

貸与販売事業者

機器開発企業

大学・研究機関

障害者団体

専門職団体

支援機関

地域特有の
ニーズを発掘

・地域の支援ネットワークの
構築と促進

・支援ネットワークの
登録促進と活動支援

・支援ネットワーク同士の
連携を促進

真に必要な
機器の選択



障害者自立支援機器等開発促進事業

＜支援ネットワークの役割＞

・障害者の支援機器に関する相談窓口の設置

・支援機器を上手く使えるような機器の適合調整

・障害者の為の支援機器の展示、貸出

・地域の関係各所と連携した段階的かつ重層的な
支援の実施

・普及及び開発に関連する講習会の実施

・地域特有の潜在ニーズの発掘と機器開発

活用支援の役割

開発支援の役割



令和7年度 支援ネットワークの登録状況

＜支援機器全般の活用・開発＞
・石川県リハビリテーションセンター※
・名古屋福祉用具プラザ※
・横浜市リハビリテーションセンター
・愛媛支援機器つながる連絡会

＜支援機器全般の活用＞
・株式会社アシテック・オコ（和歌山）
・かがわ総合リハビリテーション事業団
・鹿児島支援機器つながる連絡会

開発含めた拡大を目指す

支援ネットワーク（7か所） 障害者自立（いきいき）支援機器普及アンテナ事業
（地域生活支援事業）と連携

支援機器に関する相談窓口を設置し、地域におけ
る関係機関と連携を図りながら、課題の解決及び
利活用事例の普及を図る事業
※の事業者は、いきいきアンテナ事業を実施。

＜候補＞
・佐賀難病支援ネットワーク
・静岡パラスポーツで支援をつなぐネットワーク

連携・登録を目指す

常葉大学村岡先生の資料より引用

Confidential

地域の特性や資源を活用してネットワーク作り



支援ネットワークの全国構築目標

＜全国構築目標＞
持続可能な機器活用・開発促進する支援ネットワーク：10か所

令和7年：4か所

令和12年：7か所

令和17年：10か所



支援ネットワーク構築のイメージ（鹿児島の例）

鹿児島の例
（中核・広域支援ネットワークの構築）

連携ネットワークを活用した
全国支援体制の確立

行政機関を含めた支援ネットワーク
構築による支援体制の強化

近隣県への支援の輪を拡大し
地域の連携を強化
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